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【論 文 要 旨 】

Thispaperexaminestherelationshipbetweenlivingarrangementsofthenon-marriedyouthand

theirautonomy,maritalintentions,andchildbearingplans.Livingarrangementsoftheyoungadults

aredeterminedbydemographicbehaviors.Alongwiththelatermarriagetrend,theyouth'sliving

arrangementsarediversifyinginJapansincecohabitationisslowlyspreadingandparentaldivorceis

increasing.Previousstudies,however,suggestthatlivingarrangementisalsothefactoraffectsthe

patternsoffamilyformation.Thisstudyseekstoexplainthecausalrelationshipbetweenlivingar-

rangementsanddemographicoutcomesbyinvestigatingthesocio-economicdeterminantsofthe

youth'sintentionstoformafamily.

ThedataisfromthesurveysjointlyconductedbytheShoshikaKenkyukaifoundedbyHealthand

LaborSciencesResearchGrants(H14-Policy-029)andthelocalgovernmentsofsixcities.Those

citiesareShinagawa-kuandHachiouji-shiinTokyo,Sakae-choinChiba,Chichibu-shiinSaitama,

Tajimi・shiinGifu,andHatano-shiinKanagawa.Thesamplesarerandomlytakenineachcitybya

mailingmethod.Thetotalresponserateofthesurveysforthesinglesamplesis20.0%.Iusedforthe

analysesonlynever-marriedmaleandfemaleaged20-39fromthemergeddatasetofthesurveys.

ThedatafromChichibu-shi,however,isexcludedfromtheanalysesduetotheoverrepresentation

ofdivorcedsingles.Sampleswithmissingdataaredeletedbythelistwisemethods.Asaresult,max-

imumof803menand1025womenaresubjectedofanalyses.Thestandardized9-10scalesofper-

ceptionofindependence,maritalintention,andchildbearingplanareexaminedbytheOLSregres-

sionswithrobuststandarderrorsclusteredbycities.Theexplanatoryvariablesusedinthemodels

arethefollowings:livingarrangement(livingalone,non-familyliving,livingwithsingleparent,and
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livingwithintactparents),age,educationallevel,genderrolescore,partnershipstatus(haveafi・

ance/fiancee,haveadatingPartnerasaboyfriend/girlfriend,haveadatingPartnerasafriend,

hacvenodatingpartner),income,andemploymentstatus.

Theanalysesrevealthatlivingarrangementsaffecttheyouth'sintentionsoffamilyformationby

infiuencingthesocialfactorssuchaspartnership,genderroleattitude,andfamilyvalue.Forboth

sex,livingawayfromparentshasthestrongesteffectontheyouth'sperceptionsofautonomycon-

trollingfortheeconomicvariables.Y皿ngadultswhohaveanintimaterelationshipwithapartner

tendtohavehighintentionofmarriageandstrongdesireforchildren.However,womenlivingin

non-familyhouseholdshavelowerintentionsoffamilyformationthanwomenlivingwithparentsif

thepartnershipvariablesarecontrolledinthemodel.Aspreviousstudiesmentioned,experiencing

"familyrolehiatus"seemstoerodewomen'sattitudestowardtraditionalfamilyrole
.Moreover,liv-

inginloneparentfamiliesconstantlyassociatewithlowdesireforchildrenforbothsex.Parental

divorcehasnegativeconsequencetothechild'sreproductiveintention.

【キーワー ド】 未婚化,居 住形 態,自 立,結 婚意欲,出 生意向

は じめに

同棲経験率の上昇や親世代の離婚の増加により,未 婚者の居住形態は多様化する傾向にある。居

住形態は人口行動の帰結 として決定されるのみならず,人 口行動を規定する要因で もある。例 え

ば,わ が国における研究では,親 との別居は未婚者のパー トナー形成を促す強い影響を与えている

ことが示されている(岩 上,1999;大 谷,1993;金 子,1994)。 また,パ ラサイ ト・シングルを巡

る議論では,親 との同居が近年の晩婚化を促す主要因であると論 じられてきた(山 田,1999)。 そ

して,欧 米の研究では,親 の離婚によって片親家庭や再婚家庭で育った者ほど婚外子出生や同棲,

早婚を経験しやすいことが示されている(Cherlinet.a1.,1995;Goldscheider&Goldscheider,1998;

Kiernan,1992)。

本稿においては,居 住形態が未婚者の自立,結 婚意欲,将 来子 どもをもつ意思にどのような差異

をもたらしているのか,ま たそのような差異がどのような社会的,経 済的要因によって説明される

のかを検証する。若者の自立や家族形成に対する意欲の側面から今 日の未婚化現象に接近すること

が本稿の 目的である。

分析には東京都品川区,千 葉県印旛郡栄町,岐 阜県多治見市,東 京都八王子市,そ して神奈川県

秦野市の5つ の 自治体において行われた 『少子化に関する自治体調査』独身票の個票デー タを用

いた。各自治体データを結合 した統合データにより,未 婚者の自立,結 婚意欲,将 来子どもをもつ

意思の規定要因に関する多変量解析を行った。分析の結果,片 親家庭に居住する未婚男女は家族形
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成に対 する意欲が低いこと,同 棲をは じめ とする非家族同居の男女において結婚意欲や子 どもをも

つ意思の差が最 も大きいこと,そ して未婚男女の結婚意欲は年齢が上昇するにつれて乖離する傾向

がある ことなどの いくつかの興味深い知見が得 られた。

1.未 婚者の居住形態と家族形成

わが国では20-39歳 の未婚男性の6割,未 婚女性の7割 が親 と同居 している。親 と別居している

未婚男女のほ とん どが単独世帯に居住する一人暮らしであ り,同 棲,寮 生活,ル ームシ ェアなどの

非家族世帯に居住 している未婚者は全体の5%程 度である(福 田,2003)。 一方,平 成12年 国勢調

査を用 いた筆者の 計算 によると,親 と同居する20-39歳 の未婚男性の17.3%,同 未婚女性の16.1%

が父親 もしくは母親のみの片親家庭に居住 している。したがって,未 婚者の居住形態は両親 との同

居,一 人暮 らし,片 親 との同居,非 家族同居の順に大別できる。本節では未婚者の居住形態 と家族

形成 との関係について先行研究の知見を整理する。

親 との同別居は,未 婚者のパー トナー形成に強い影響を与えている。先行研究においては,親 と

別居 してい る未婚 男女 ほど恋人がいる確率や性交経験率が高いことが指摘 されている(大 谷,

1993;金 子,1994;岩 上,1999)。 その理由については明らかではないが,親 の監督からの解放な

どがその理由 として考慮されている(大 谷,1993)。 恋愛結婚が全初婚の9割 を占める今 日,恋 人

や異性の友人 とい った潜在的な結婚相手の有無は,未 婚者の結婚タイミングに無視できない影響を

与 えているもの と思われる。

また,パ ラサ イ ト・シングル(山 田,1999)を 巡る議論では,若 者が成人後もなお親 と同居 し,

豊かな生活水準を享受していることが,近 年の晩婚化を促す主要因であると論 じられてきた。いわ

ゆるパ ラサイト ・シングル仮説である。パラサイト・シングル仮説の登場以来,近 年の人口学研究

においては未婚期 の居住形態と初婚タイミングの関係を検証する実証研究がみられるようになって

きた。 しか し,そ の結果は必ずしも一貫したものではない(北 村,2002;永 瀬,2002;Raymo,

2003a)。 また,近 年では経済的に困難な未婚者ほど親元に留まる傾向が強まっていることか ら

(大石,2004),親 との同居 と晩婚化のメカニズムには再考の余地があるようである。

離家 に関する研究事例が豊富なアメリカでは,離 家が初婚タイミングに与える影響について分析

されているD。GoldscheiderとWaite(1987年)は,結 婚前の離家経験 によって女性の初婚が遅れ

るという結果を導びいている。離家によって女性は,定 位家族における 「娘」や生殖家族における

「母 もし くは妻」 といった家族役割から解放され,い わゆる 「家族役割の狭間(Family"rolehia-

tus")」(Goldscheider&Waite,1987,p.508,11.25-26)を 経験する。結婚に性別役割分業的な要素

が強 くみ られた1970年 代のアメリカでは,女 性は離家によって自立や自由といった結婚以外の選

択肢を獲得 してお り,そ れらの選択肢を手放した くないために晩婚傾向にあったと解釈されている。

また,離 家によって女性は高等教育への進学や就業,非 家族同居(大 学の寮や借家でルームメイ

トや異性のパー トナーと暮 らすこと)と いった,伝 統的な家族役割に対する性向を減じるような様
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々な体験をす るこ とも,こ うした傾 向を説 明す る一因 とされ ている(Goldscheider&Waite,

1987)。 実際に,ア メリカでは早期の離家は女性の就業志向を高め,希 望子 ども数や性別役割分業

意識を低下させるというように,そ の嗜好,態 度,将 来設計をより非家族主義的な方向に変化させ

ることが実証されている(Waite,et.al.,1986)。Goldscheiderら(1987年)に よると,1970年 代

のアメリカにおける晩婚化は,離 家に よる女性の態度や嗜好の変化が行動の変化に結びついた帰結

であると解釈されている。

一方 ,同 じGoldscheiderら(1987年)の 研究では,男 性については結婚前に離家経験があるほ

ど初婚タイミングが早いという結果が導 かれている。男性は女性に比べて,1,2年 ほど親 との別居

生活を経験 してから結婚することを望 む傾向が強い という(Goldscheider&Goldscheider,1987)。

そのため,結 婚前に離家を経験した男性ほど結婚 が早いのは,結 婚に対する心理的な準備ができて

いるためであると解釈されている(Goldscheider&Waite,1987)。 しかし,離 家経験や居住形態

が男性の初婚タイミングに与える影響 は女性に比 べて弱 く不安定である。結婚生活において男性の

ほうがよりプライバシーや経済的 自立 を確保 しやすいのに対し,女 性はそれらを確保することが難

しいことがその理由として挙げられて いる(Goldscheider&Waite,1987)。 このように離家 と結

婚の関係が男女で異なるのは,性 別役割分業に基づ く結婚形態に起因していることが示唆される。

また,日 本 よりも早 く離婚の増加を経験した欧米では,片 親家庭に居住する男女のパー トナー形

成についても多 くの研究がなされてい る。 イギ リスのパネルデータを用いたCherlinら(1995年)

の研究によると,親 の離婚を経験 した未婚者は親 との葛藤な どの否定的な理由による早期の離家を

経験 しやす く,こ のことが特に女性の同棲や早婚,ひ いては婚外子出生の経験確率を高めていると

いう。しかし,死 別による片親家庭である場合は,離 婚による片親家庭の場合に比べて親 との葛藤

による離家や婚前同棲,婚 外子出生が少ない傾向にあ り,親 の離別理由によって子の家族形成過程

には違いがみられるという(Cherlin,et.al.,1995)。 また,同 じ離婚家庭であっても,男 性は再婚

家庭の出身者である場合に母子家庭の 出身者に比 べて若年就業,親 との葛藤による早期の離家,同

棲,早 婚を経験しやすいのに対し,女 性は親の再 婚の有無に関わ らず親の離婚そのものがこれ らの

非標準的なライフコースを促すという違いがある(Kiernan,1992)。

日本では離婚 件数の増加に伴い,親 の離婚を経験する子どもの数が増加している(厚 生労働省,

2004)。 人口動態統計 と国勢調査を用 いた筆者の計算によると,20歳 未満人口に占める親が離婚 し

た子の比率は10.36%(2000年)と 過去20年 間で2倍 以上に も達 している。近年においては,子 の

親権の8割 は妻によって行われているが(2000年),25歳 以降における離 ・死別女性の合計再婚率

(2000年)2)は 同男性の半分以下の水準(男:775.7%6,女:3699%)で あり(厚 生労働省,2004),

親の離婚を経験した子の多 くが母子家 庭に居住 していることが示唆される。 しかし,同 時に日本で

は欧米に比べて同棲や婚外子出生が少な く,親 の離婚によって片親家庭に居住する未婚者がどのよ

うな人口行動をとるのかについては不 明な点が多い。

以上にみてきたように,わ が国では未婚者の居住形態が人 口行動にどのような影響を与えている
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のかについては,あ まり多 くの知見が蓄積されていないのが現状である。 しかし,25-29歳 の未婚

男女の同棲経験率は10%(2002年 時点)を 超え(国 立社会保障 ・人口問題研究所,2004),親 の離

婚を経験する子 どもが増加している今 日(厚 生労働省,2004),未 婚老の居住形態は多様化する傾

向にある。 このような居住形態の多様化が今後の人口変動にいかなる影響を与えるのかは重要な関

心 となるであろう。以下では 『少子化に関する自治体調査』の独身データを用いて,居 住形態が未

婚者の自立,結 婚意欲,子 どもをもつ意思にどのように関わるのかについて考察することとする。

2.デ ー タ

分析には前述の東京都品川区,千 葉県印旛郡栄町,岐 阜県多治見市,東 京都八王子市,そ して神

奈川県秦野市の5つ の自治体において行われた 『少子化に関する自治体調査』独身票の個票デー

タを用いる。『少子化に関する自治体調査』は,厚 生労働科学研究費による政策科学推進研究事業

「少子化の新局面 と家族 ・労働政策の対応に関する研究」プロジェクト(課 題番号H14一 政策一〇29)

に設置された少子化研究会によって実施された質問票調査である。調査の実施時期は自治体によっ

て異なるが,2002年12月 から2005年2月 にかけて行われ,質 問票はすべて郵送法により配布され

た。

本稿におけるすべての分析では20歳 から39歳 の未婚男女を対象 とした。各自治体における調査

の実施時期や回収率に関 しては表1を 参照されたい。なお 『少子化 に関する自治体調査』は秩父

市においても実施 されたが,今 回の分析では使用しない3)。本稿では表1中 の各自治体のデータを

結合 した統合データを用いて,未 婚男女の居住形態 と自立,結 婚,出 生に関する意識についての分

析を行う。

表1『 少子化に関する自治体調査』独身調査の各自治体における実施概要

調査実施年月 配布数 有効回答数* 有効回収率

調査地域

品川区

栄町

多治見市

八王子市

秦野市

2002年12月 一2003年1月

2003年2月 一3月

2003年10月 一11月

2003年11月 一12月

2005年1月 一2月

3000

498

3000

3000

3000

516

123

673

553

620

17.2

24.7

22.4

18.4

20.7

統合 データ 一 12498 2485 19.9

*性 別 ・年齢不詳サンプルは除 く
。
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3.未 婚者の居住形態と自立 ・結婚 ・出産に関する意識

3-1.未 婚者の居住形態

はじめに未婚者の居住形態について考察する。表2は5つ の自治体で行われた調査データを結

合したデータ(以 後,統 合データと呼ぶ)を 用いた未婚男女の居住形態を表 している。未婚者の居

住形態は性別により異なる。親 との同居率は男性が65.1%,女 性が75.3%と 女性の方が親 と同居す

る率が10%ほ ど高い。親同居者の割合は男女 ともに全国平均より5%弱 高 くなっている。 しかし,

片親家庭に居住する男女の割合をみると親同居全体に対して男女各14.6%,14.5%と 全国平均(各

17.3%,16.1%)よ りやや少ない。さらに,親 と同居する男性の3割 弱,同 女性の2割 強が一度は

親元を離れた経験をもつ。一方,親 と別居している未婚者の多 くは一人暮 らしをしているが,男 女

とも全未婚老の5%弱 が家族以外との同居や兄弟姉妹のみから成る世帯に居住している。 これ らの

結果は,本 調査における未婚者の居住形態は,全 国平均に比べてやや両親 ともに揃った親同居に偏

っている傾向があるものの,ほ ぼ母集団を代表 したものであることを示 している。

なお,未 婚老の居住形態には若干の地域差がみられる。その概略を述べると,栄 町や多治見市,

秦野市 といった地方の市町では親 との同居割合が男女 ともに全国平均 よりも高い値を示している。

一方 ,都 市部 に位置する品川区では親 と別居 している未婚者の割合が高 く(男 女各50.0%,43.9

%),同 棲を含む家族以外 との同居世帯に居住 している未婚者の割合 も高い(男 女各6.9%,7.4

%)。 八王子市については,一 人暮 らしの男性および家族以外 と居住している女性の割合が高い

表2性 別未婚者の居住形態
(%)

親との同別居 同居者の内訳 男 性 女 性

親と同居 両親

うち祖父母も同居

片親

うち祖父母も同居

55.6

(9.0)

9.5

(2.0)

64.4

(10.4)
10.9

(1.4)

小 計

うち離家経験割合

65.1

29.4

75.3

23.9

親同居割合の全国平均注 61.7 70.8

親と別居 一人暮らし

恋人 ・その他

うちその他(兄 弟姉妹 ・友人等)

313

3.6

(1.5)

19.8

4.9

(2.0)

小 計 34.9 24.7

合 計 100 100

注:平 成12年 国勢調査より算出した20-39歳 の未婚者の親子同居割合
*()内 の数値はいずれも未婚者合計に対する値

出所:『 少子化に関する自治体調査』統合データを用いた筆者の分析
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(各40.6%,8.0%)。 詳 細 に つい ては,各 自治 体調 査 の報告 書(少 子化 研 究会,2003a,2003b,

2004a,2004b,2005)を 参 照 されたい。

3-2.未 婚者の居住形態と自立 ・結婚 ・出産に関する意識

未婚老の 自立意識,結 婚意欲,将 来子 どもをもつ意思の平均点を性,居 住形態別に図示 したもの

が図1で ある。得点が高いほど自立 した生活を送 っているという意識が高 く,結 婚意欲や将来子

どもをもっ意思が強いことを表 している。本節では各5自 治体のデータを結合 した統合データに

より,未 婚者の意識 と居住形態 との関連について以下に述べる。ただし,各 項 目は品川区および栄

町調査では9段 階尺度,多 治見市,八 王子市,そ して秦野市調査では10段 階尺度で回答を得てい

る。そのため,各 項 目の尺度は自治体毎に標準化した値を用い,9段 階尺度 と10段階尺度が同時に

分析できるよう配慮した4)。

自立意識(図1のa)に ついては,男 女ともに一人暮らしおよび非家族同居において高 く,片 親

や両親との同居において低い傾向がある。これは各自治体に共通してみられたパターンである。特

に片親家庭に居住する男性および両親と同居する男女の自立意識は平均を大きく下回る値を示して

図1未 婚者の性,居 住形態別,自 立,結 婚,出 生に関する意識得点の分布

a.ど の程度自立した生活を送っているかb.現 在の結婚意欲

自

立
意
識

得
点

子

ど

も

を
も

つ
意

思
得

点

0.8

0.6

0.4

0.2

0.0

一〇
.2

一〇
.4

4

3

り
0

1

0

0

0

0

0

0

一〇.1

-0 .2

-0 .3

-0
.4

c.将 来子どもを持つ意思

結
婚
意

欲
得
点

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

-0 .1

-0 .2

-O .3

-O .4

(参 考)性,居 住 形 態 別 各 項 目 の サ ン プ ル 数

男 自立意識 結婚意欲 子どもをもっ意 、

一人前 し

恋人・その他

牌

噸

計

277

32

83

491

883

275

32

82

485

874

276

32

84

娚

880

女 自立意識 結婚意欲 子どもをもつ意
一人暮らし

恋人・その他

牌

噸

計

219

54

121

713

1107

220

54

121

709

1104

220

52

120

709

1101

出所=『 少子化に関する自治体調査』統合データを用いた筆者の分析
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おり,未 婚者の自立 と居住形態が密接な繋がりをもっていることが示唆される。

結婚意欲(図1のb)に ついてみてみると,同 棲をはじめ とする家族以外 と居住 している男性は

結婚意欲が強 く,片 親家庭に居住 している男性は結婚意欲が著しく低い傾向が認められる。一方,

女性の結婚意欲は居住形態による差異がほとんどみられない。しかし,結 果的に同棲などの非家族

同居の男女において結婚意欲に大きな差が生じていることは注目すべき点である。

次に,将 来子どもをもつ意思(図1のc)に ついては,男 性は結婚意欲 とほぼ同様のパターンが

みられる。しかし,女 性については非家族同居および片親家庭に居住している女性 において子ども

をもつ意思が低い傾向がある。近年において増加傾向にある同棲や離婚の増加は,未 婚男女の家族

形成にとって負の方向に作用する可能性が示唆される。

これまでの考察において明らかなように,未 婚者の居住形態 と自立,結 婚,出 生に関する意識に

は一定の関連があるもの と思われる。しかし,未 婚者の自立や家族形成に関する意欲は,所 得や就

業状態,教 育水準 といった社会経済的属性や性別や年齢 といった人口学的要因,さ らには異性 との

交際状況 といった要因に強 く影響されるであろう。したがって,未 婚者の意識構造 と居住形態 との

関係を明らかにするには,未 婚者の意識に関連する種々の要因を統制 した上で居住形態 との関係を

検証する必要がある。次節においては多変量解析によって,未 婚者の居住形態 と家族形成に関する

意欲 との因果関係について考察する。

4.未 婚者の自立 ・結婚 ・出産に関する意識の規定要因

本節では,各 自治体の独身データを結合した統合データを用いて,未 婚者の自立 ・結婚 ・出産に

関する意識の規定要因に関する重回帰分析を行う。 ここでは,1)未 婚者の居住形態 と意識 との間

に有意な関係がみ られるのか,2)そ れらの関係は どのような社会経済的要因によって説明される

のか,に 焦点を当てることとする。

4-1.記 述統計

重回帰分析に用いた変数の記述統計を示 したものが表3で ある。前節の分析において,未 婚者

の意識 と居住形態との関わ りには男女差がみられることが示唆されたため,サ ンプルは男女別に分

けて分析を行うこととした。

従属変数は前節において用いた自立意識,結 婚意欲,子 どもをもつ意思の各尺度を標準化 した値

である。標準化により各尺度の値を,自 治体毎に平均0,標 準偏差1の 正規分布を仮定した値に変

換した。これにより各尺度の段階数が自治体ごとに異なるという欠点を便宜的に補 うことが可能 と

なる。しかし,尺 度を標準化することにより,各 尺度の平均値がすべての自治体において同じであ

るという仮定を置 くこととなる。このことは統合データからは地域差の検定ができないという別の

問題を生じさせることとなる。しかしここでは,統 合データによる一般的な結果を得ることを重視

し,標 準化値を用いることとする。
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表3変 数の記述統計
a、 男 子

変 数 名 サンプル数 最小値 最大値 平均 標準偏差

従属変数 自立意識

結婚意欲

出生意向

900

891

897

一1
.73

-1
.76

-2
.22

2.43

2.03

1.03

0.05

-0 .07

0.00

1.06

1.01

0.98

居住形態
一人暮 らし

恋人 ・その他との同居

片親 との同居

両親 との同居(r)

887

887

887

887

0

0

0

0

1

1

1

1

0.31

0.04

0.09

0.56

0.46

0.19

0.29

0.50

社会人口学的変数 満年齢(歳)

学歴(大 卒ダミー変数)

性別役割分業意識

904

888

893

20

0

-1 .69

39

1

2.58

27.54

0.53

0.13

5.28

0.50

1.00

経済変数 税込み年収(万 円)

就業状態

無職

パー ト・派遣

正規就業(r)

自営 ・その他

学生

889

855

855

855

855

855

0

0

0

0

0

0

1500

1

1

1

1

1

278.15

0.07

0.10

0.58

0.08

0.17

224.55

0.25

0.31

0.49

0.27

0.37

パー トナーシップ変数 交際異性なし(r)

異性 の友人交際あり

恋人あり

婚約者がいる

896

896

896

896

0

0

0

0

1

1

1

1

0.55

0.15

0.26

0.04

0.50

0.36

0.44

0.19

モ デ ル におけ る独立変 数は居住 形態 であ る。居 住形態 は前 節の4分 類 を用 いた。 各居住形 態 は

ダミー変数 に よって示 され,平 均値 は各居住形態 に分類 され るサン プルの割合 を表 している。 ただ

し,す べての居住形態 ダ ミー変 数をモデル に投入す ると完全な多重共線性を生 じ,係 数の推定 が不

可能 となる。 そのため,両 親 との同居ダ ミーはモ デル には含めない。他の居住形態 ダミー変数 は両

親 との 同居 ダ ミーの 影響 を0と した場合 の相対的 な値 を係数 として示 す こ ととな る。 この場合,

両 親 との同居 カテ ゴ リーは居住形 態変数 におけ る準拠 集団(referencegroup)と 呼 ば れる。表3

中の(r)で 表 される変数 は,準 拠集 団 として両 親 との同居 と同様 に解釈 され る。

統制 変数 として,モ デルでは社会人 口学的変 数(年 齢,学 歴,性 別役 割分業意識5)),経 済 変数

(税込み年収,就 業状態),そ してパ ー トナー シ ップ変数(異 性交際な し,異 性の友人交際 あ り,恋

人あ り,婚 約者 あ り)を 用いた。また,女 性の結婚行動は大卒 と短大卒では異な るこ とが指摘 され

てい るこ とか ら(Raymo,2003b),学 歴 の分類 に短大卒 を加 えて,大 卒,短 大卒,そ の他 の3カ

テゴ リー と した。 さ らに,税 込 み年 収は14段 階 のカテ ゴ リー変数(な し,1-50万 円 未満,50-100

万 円未 満,100-130万 円未満,130-150万 円未 満,150-250万 円 未満,250-350万 円未満,350-450

万 円 未 満,450-550万 円 未満,550-650万 円未 満,650-750万 円 未満,750-850万 円 未 満,850-

1000万 円未 満,1000万 以 上)で あるが,分 析 には各 カテゴ リーの中央値 を用 いた。 モデルで は変
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b.女 子

変 数 名 サンプル数 最小値 最大値 平均 標準偏差

従属変数 自立意識

結婚意欲

出生意向

1129

1126

1123

一1
.73

-1
.76

-2
.22

2.43

2.03

1.03

一 〇.040.95

0,060.99

0,001.01

居住形態 一人暮 らし

恋人 ・その他との同居

片親 との同居

両親 との同居(r)

1110

1110

1110

1110

0

0

0

0

1

1

1

1

0,200.40

0,050.22

0,110.31

0,640.48

社会人口学的変数 満年齢(歳)

学歴

短大卒

大卒

その他(r)

性別 役割分業意識

1132

1126

1126

1126

1122

20

0

0

0

-1 .69

39

1

1

1

2.58

26,624.77

0,220.42

0,380.49

0,400.49

-0 ,110.99

経済変数 税込み年収(万 円)

就業状態

無職

パー ト・派遣

正規就業(r)

自営 ・その他

学生

1110

1085

1085

1085

1085

1085

0

0

0

0

0

0

1500

1

1

1

1

1

226.22183.85

0,090.29

0,220.42

0,480.50

0,070.26

0,130.34

パー トナーシップ変数 交際異性なし(r)

異性 の友人交際あり

恋人あり

婚約者がいる

1121

1121

1121

1121

0

0

0

0

1

1

1

1

0,410.49

0,140.35

0,380.49

0,060.24

(r):準 拠 集 団(referencegroup)

数を段階的に投入することにより,未 婚者の意識を規定する要因 に関する因果関係の考察を行 う。

分析には最小2乗 法(ordinaryleastsquaremethod)に よる重 回帰分析を行う。ただし,全 国標

本の調査データを使用する場合 とは異なり,複 数の調査地域から収集 されたデータを結合して使用

する場合,係 数の統計的推測においていくつか留意する点がある。例 えば,各 意識得点の分布に地

域性が存在 し,各 調査地域における意識得点が独立ではない場 合,重 回帰分析の仮定の1つ であ

る残差の独立仮定が満たされないこととなる。これにより係数の標準誤差が正 しく推定することが

できず,統 計的検定,す なわちP値 の算出にバイアスを与 える こととなる。本分析では従属変数

の値を地域ごとに標準化 しているので,特 にこの問題が強 く懸念 される。そこで係数の統計的検定

に厳密を期すため,本 分析では調査地域によってクラスタリング したロバス ト標準誤差を算出する

こととする6)。これにより各意識得点の地域性を補正 し,残 差の独立仮定を満たした場合のP値 を

算出することが可能 となる。
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4-3.未 婚男性の自立 ・結婚 ・出産に関する意識の規定要因

表4は 未婚男性の自立意識,結 婚意欲,子 どもをもつ意思の規定要因に関する重回帰分析の結

果を示している。表中のbは 偏回帰係数を,β は標準回帰係数を意味 している。前者は変数の1単

位当たりの変化が従属変数にもた らす変化量を表 し,後 者は変数の1標 準偏差当た りの変化が従

属変数にもたらす変化量を表 している。後者の係数は同一モデル内において他の係数 と比較可能な

値 として解釈できる。

自立意識 より順に規定要因を考察す る。 自立意識は他の2つ の意識 と比べて,最 も居住形態に

よる差が大 きい。親と別居する男性,特 に一人暮 らしの男性は 自立 した生活を営んでいるという意

識が強い傾向がある。こうした傾向は年収や就業状態 といった経済変数を統制したモデル3に お

いても根強 く残存してお り,親 との別居が未婚男性の 自立意識に重要な影響を与えていることが示

唆される。経済変数もまた未婚者の自立意識に重要な影響を与えている。年収が高い男性ほど自立

意識得点が高 く,就 業形態が無職や学生,パ ー トである男性は 自立意識得点が低い。特に学生の自

立意識得点は低い傾向がある。年齢が高いほど自立意識が高い という傾向がモデル2ま ではみ ら

れたが,経 済変数を統制することによってその影響は消失 しており,自 立意識 と年齢 との関係は経

済的地位とい う第3の 変数によって解釈されている。また,同 様にモデル2で は学歴が低いほど

表4未 婚男性の自立意識,結 婚意欲,将 来子どもをもつ意思の規定要因に関する重回帰分析

a.自 立意識

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

bβ bβ bβ bβ

定数 一 〇.334*** －L388*** 一 〇.388* 一 〇.508**

一人暮 らし 1.0620.466*** 1.0350.454*** 0.9440.414*** 0.9360.411***

恋人 ・友人等との同居 0.9580.171*** 0.8650.155*** 0.7530ユ34*** 0.6680,119***

片親との同居 0.0790,021 0.0200,005 0.0160,004 0.0260,007

両親 との同居(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

満年齢 0.0420.209*** 0.0040,022 0.0070,034

学歴 一 〇.193-0.091*** 一〇.113-0.053 一〇.122-0.057

性別役割分業意識 0.0360,034 0.0250,023 0.0240,022

税込み年収 0.0010,159*** 0.0010.156***

就業状態

無職 一 〇.704-0.168***
一 〇
.677-0.161***

パ ー ト ・派 遣 一〇.291-0.083* 一〇.285-0.081*

正規就業(r) 0.000α000 0.0000,000

自営 ・その他 一〇.067-0.017 一〇.068-0.017

学生 一〇.549-0.193***
一 〇
.518-0,183***

異性交際な し(r) 0.0000,000

異性の友人交際あり 0.1360,046

恋人あり 0.0910.038***

婚約者がいる 0.4040.073***

調整済みR2 0,218 0,273 0,357 0,361

F値 の変化量 75.38*** 21.19*** 21.81*** 2.68**

サンプル数 803 803 803 803

***p〈 .01,**p<.05,*p<.10(調 査 地 域 に よっ て ク ラ ス タ リン グ した ロバ ス ト標 準 誤 差 よ り算 出)
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b.結 婚意欲

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

bβ bβ bβ bβ

定数 一 〇 .032 一 〇.881*** 一 〇.378* 一 〇.746***

一人暮 らし 0.0040,002 一〇.033-0.015 一〇
.104一 α048* 一〇.127-0.058**

恋人 ・友人等との同居 0.4040,076 0.4260,080 03530,067 0.0460,009

片親との同居 一〇.188-0.053 一〇.206-0.058 一〇.208-0.059 一〇.187-0.053

両親 との同居(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

満年齢 α0300.155*** 0.0090.045** 0.0180.093***

学歴 α0210.010 0.0340,017 0.0010,001

性別役割分業意識 0,1690.166** 0.1590.156*** 0.1420.140**

税込み年収 0.0010.138* 0.0000,108

就業状態

無職 一〇.343-0.086* 一〇
.265-0.066

パ ー ト ・派 遣 一〇.205-0.062** 一〇.192-0.058*

正規就業(r) 0.0000,000 0.0000,000

自営 ・その他 一〇.015-0.004 一〇.025-0.007

学生 一〇.165-0.061 一〇
.073-0.027

異性交際 なし(r) 0.0000,000

異性の友人交際あり 0.1060,038

恋人あり 0.4060.176**

婚約者がいる 1」280.216***

調整済みR2 0,005 0,055 0,083 0,140

F値 の変化量 2.43* 14.98*** 5.78*** 18.21***

サンプル数 796 796 796 796

***p<
.01,**p<.05,*p<.10(調 査 地 域 に よ って ク ラス タ リン グ した ロ バ ス ト標 準 誤 差 よ り算 出)

自立意識が高いという傾向がみ られるが,モ デル3以 降で経済変数,特 に学生であるか否かを統

制 したことによってこの関係が消失 している。高学歴のサンプルほど調査回答時点で学生である割

合が高いためである。したがって,学 歴 と自立意識 との間には因果関係は存在せず,学 生であるか

否かが自立意識に直接的な影響を与えている。また,異 性の交際相手がいる場合に自立意識が高い

という傾向が統計的に確認されているが(モ デル4),こ の関係はむ しろ逆因果で,経 済的に自立

した生活を営んでいる男性ほど恋人や婚約者がいる傾向があることを示唆 しているもの と思われる。

次に,結 婚意欲の規定要因をみてみる。前節の図1に おいては,恋 人や友人等 と同居する非家

族同居の男性 において結婚意欲が高い傾向がみられた。表4の モデル1,2お よび3に おいても非

家族同居の回帰係数は高い値を示 してお り,同 様の傾向がみられる。しかし,サ ンプル数が少ない

こともあ り,そ の影響は統計的に有意ではない。また,モ デル4に おいてパー トナーシ ップ変数

を統制すると,非 家族同居の係数は大 きく減少 している。パー トナーシップ変数をみると,異 性 と

より親密なパー トナーシップを形成 している男性ほど結婚意欲が高い傾向にある。 したがって,非

家族同居の男性において結婚意欲が高い傾向がみられたのは,恋 人や婚約者 との同居によるもので

あったと推測される。

さらにモデル1お よび2に おいては,一 人暮 らしの男性の結婚意欲は両親 と同居する男性 とほ
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c.子 ど も を も つ意 思、

モデル1 モ デル2 モデル3 モデル4

bβ bβ bβ bβ

定数 0,007 0.499** 0.800** 0359

一人暮 らし 0.0940.045* 0.1160.056** 0.0720,035 0.0520,025

恋人 ・友人等 との同居 0.3800,074 0.4660.091* 0.450α088** 0.2230,044

片親との同居 一〇.246-0.072***
一〇.218-0.064** 一〇.215-0.063** 一〇.188-0.055*

両親 との同居(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

満年齢
一〇.020-0.110*** 一〇.036-0.192***

一〇.025-0.137***

学歴 0.0680,035 0.0820,042 0.0600,031

性別役割分業意識 0.1450.148*** 0ユ400ユ43*** 0.1340,137***

税込み年収 0.0010.129* 0.0000,102

就業状態

無職 0.0010,000 0.0750,020

パ ー ト ・派 遣 0.0070,002 0.0130,004

正規就業(r) 0.0000,000 0.0000,000

自営 ・その他
一〇.138-0.038

一〇、165-0.046**

学生
一〇.099-0.038

一〇
.022-0.009

異性交 際な し(r) 0.0000,000

異性の友人交際あり 03300.122*

恋人あり 0.4460.201**

婚約者がいる 0.8650.171***

調整済みR2 0,010 0,040 0,050 0,103

F値 の変化量 3.73** 9.31*** 2.67** 16.57***

サンプル数 802 802 802 802

***p< .01,**p<.05,*p<.10(調 査 地 域 に よ って クラ ス タ リン グ した ロバ ス ト標 準 誤 差 よ り算 出)

(r)=準 拠 集 団(referencegroup)

ぼ同じ水準にある。 しかし,経 済変数 を統制したモデル3以 降では一人暮 らしの係数は大 きく負

となり,結 婚意欲を低下させる方 向に転 じている。親 と同居する未婚者ほど雇用が不安定な傾向に

あることが指摘されているが(大 石,2004),経 済的地位を一定 とした場合,一 人暮 らしの男性は

両親 と同居 している男性 よりも結婚意欲が低い傾向があることが明らか となった。

なお,結 婚意欲は収入の高い男性ほ ど強 く,無 職やパー ト ・派遣の男性において低い傾向にあ

る。しかし,こ れ らの経済変数 による影響はパー トナーシップ変数を統制するとほぼ消失 してい

る。 したがって,恋 人や婚約者 といった異性の交際相手の有無が,未 婚男性の結婚意欲の近接的な

要因となっている。 また,収 入や就業状態 といった経済変数は,未 婚男性の異性交際の有無に影響

を与え,こ れを媒介することによってのみ結婚意欲に影響を与えていることが示唆される。

伝統的な性別役割分業意識は結婚意欲と正の関係をもつことが明らかである。その影響はパー ト

ナー形成や経済変数を統制 して もほぼ変わ らず,両 者が強い結びつきをもつことを示唆している。

現代においても結婚には性別役割分業 におけるメリットが期待されているのであろう。さらに,未

婚男性は年齢が上がるほ ど結婚を強 く望む傾向がある。晩婚化により30歳 代の未婚老が増えてい

るが,彼 らの多 くが望んで未婚のままでいるわけではないことが伺える。

将来子どもをもつ意思については,結 婚意欲 と同様の傾向がみられる。すなわち,異 性の交際相
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手が子どもをもつ意思を高め る直接的な要因となってお り,収 入や就業状態 といった経済変数が与

える影響はこれを媒介 しているに過 ぎない。また,性 別役割分業意識が子どもをもつ意思 と密接に

結びついている。

子どもをもつ意思 と居住形態 との関連 をみると,モ デル2お よび3に おいては,非 家族 同居の

男性において子ど もを もつ意 思が高いという傾向がみられる。しかし,モ デル4で こうした傾 向

が消失 しているこ とか ら,や は り交際相手の存在が,非 家族同居の男性において子 どもをもつ意思

が高かった原因といえる。また,片 親同居の男性は将来子 どもをもつ意思が低い傾向があ り,パ ー

トナーシ ップ変数 を統制 したモデル4に おいても10%水 準であるが統計的に有意である。片親家

庭に居住 している男性は親の離婚 によって,将 来子供をもつことに対 して否定的な価値観を もって

いる可能性が示唆 される。さ らに,一 人暮 らしの男性は将来子 どもをもつ意思が強い傾向がある。

しかし,モ デル3に おいて経済変数を統制す ると,そ の傾向が消失 している。そのため ,一 人暮

らしの男性において子 どもをもつ意思が高いのは,親 同居の男性に比べて経済的地位が高いためで

あった と推測され る。一人暮 らしの男性の結婚意欲が低い傾向にあったことを考慮すると,未 婚の

単身男性は現時点では独身の一人暮 らしを満喫 しながらも,将 来的には結婚 して子 どもをもつ希望

をもっているといえる。また,結 婚意欲 とは異なり,年 齢が高い未婚男性ほど子どもをもつ意思が

低い傾向がみ られ る。晩婚傾向にある男性ほど,子 育てに伴う肉体的 ・精神的負担を回避 したい と

いう意図が働 いているのであろうか。

これまでの知見 を整理する。親 との別居や経済的自立を達成している未婚男性ほど自立意識が強

い。一方,結 婚意欲お よび子 どもをもつ意思に関 しては,交 際相手の有無が近接要因 となってお

り,収 入や就業状態 といった経済変数は未婚男性の男女交際を媒介する変数 として作用している。

また,結 婚意欲および子どもをもつ意思は,性 別役割分業に関する伝統的な意識や年齢による影響

を強 く受けている。さらに,片 親家庭に居住する未婚男性においては,子 どもをもつ意思が低いこ

とが明らか となった。居住形態が定位家族(familyoforientation)に おいて内面化される家族観

といった社会的要因を規定することによって,人 口行動に関する意識に影響を及ぼしていることが

示唆される。

4-4.未 婚女性の 自立 ・結婚 ・出産に関する意識の規定要因

次に,未 婚女性 の自立意識 結婚意欲,将 来子どもをもつ意思に関する規定要因について考察す

る。自立意識については男性 と同様に居住形態による差異が大きい。一人暮らしおよび非家族同居

の未婚女性ほど自立意識が高い傾向がある。 しかし,男 性 とは異なり,片 親家庭に居住している女

性は両親 と同居している女性 よりも自らが自立 していると考える傾向がある。おそらく片親家庭に

居住する女性は,両 親 と同居 している女性よりも家事の遂行や家計への繰 り入れなどを通 した世帯

への貢献度が高いために,よ り自立 していると実感しやすいものと思われる。

また,男 性 と同様に収入や就業状態が自立意識 と強 く結びついている。年収が高いほど自立意識
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は高 く,無 職や学生では低い傾向がある。また,年 齢 と自立意識との関係も経済変数を統制するこ

とによって消失 している。ただし,男 性 とは異なり,パ ー トや派遣であるほど自立意識が低いとい

う傾向は統計的に有意ではない。また,パ ー トナーシップ変数と自立意識との逆因果関係はほ とん

ど認められず,女 性の経済的自立 と異性交際との関連は薄いことが示唆される。

結婚意欲については,モ デル3ま では両親 と同居 している女性 と他の居住形態の女性の結婚意

欲 との間には有意な違いはないように思われる。 しかし,モ デル4に おいては,非 家族同居の女

性において結婚意欲が低い傾向が認められる。これは男性の場合と同様 に,交 際相手の有無を統制

したことによる。異性交際の有無 といった条件が同じである場合,非 家族同居の女性の結婚意欲

は,親 と同居する女性に比べて低い という関係が統計的に有意である。Goldscheiderら(1987)

が解釈しているように親 との別居,特 に非家族同居の女性において伝統的な家族観が減じられてい

るためといえるのではないか。 これを裏付けるように,モ デル2に おいて性別役割分業意識を統

制すると,非 家族同居の女性の結婚意欲が低い という傾向が弱まってお り,非 家族同居 と性別役割

分業意識 との負の相関が示唆されている。

表5未 婚女性の自立意識,結 婚意欲,将 来子どもをもつ意思の規定要因に関する重回帰分析

a.自 立意識

モ デル1 モ デル2 モ デル3 モデル4

bβ bβ bβ bβ

定数 一 〇.309** －L198*** 一 〇.611** 一 〇.741***

一 人暮 らし 0.9680.406*** 0.9170.385*** 0.8540.358*** 0.8440.354***

恋人 ・友人等 との同居 0.8670.197*** 0.8060.183*** 0.8030.182*** 0.7490.170***

片親との同居 0.3530.118*** 03130.104** 0.3290.110** 0.3230.108**

両親 との同居(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

満年齢 0.0340.175*** 0.0100,048 0.0110.058*

学歴

短大卒 0.0390,017 一〇.025-0.011 一〇.042-0.019

大卒 一〇.064-0.033 一〇.021-0.011 一〇.030-0.015

その他(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

性別役割分業意識 一〇.037-0.039 一〇.019一 α020 一〇.021-0.022

税込み年収 0.0010.157*** 0.0010.153***

就業状態

無職 一〇.431-0,128*** 一 〇.406-0.121***

パ ー ト ・派 遣 一〇.041-0.018 一〇.032-0.014

正規就業(r) 0.0000,000 0.0000,000

自営 ・その他 0.0100,003 0.0210,006

学生 一〇.440-0,158*** 一 〇.422-0.151***

異 性交際なし(r) 0.0000,000

異性の友人交際あり 0.1370,052

恋人あり 0.1450.075*

婚約者がいる 0.1590,041

調整済みR2 0,177 0,209 0,275 0,278

F値 の変化量 74.65*** 11.33*** 19.43*** 2.55*

サンプル数 1025 1025 1025 1025

***p<
.01,**p〈.05,*p〈.10(調 査 地 域 に よ っ て ク ラ ス タ リン グ し た ロバ ス ト標 準 誤 差 よ り算 出)
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b.結 婚意欲

モ デル1 モ デル2 モデル3 モ デル4

bβ bβ bβ bβ

定数 0,112** 0,271 0.629** 0,228

一人暮 らし 一〇,129-0.051 一〇.071-0.028 一α086-0 .034 一〇.097-0.038

恋人 ・その他との同居 一〇,188-0.040 一〇.068-0.015 α0030,001 一〇.287-0.062*

片親との同居 一〇.102-0.032 一〇.060-0.019 一〇.047-0.015 一〇.096-0.030

両親 との 同居(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.000α000 0.0000,000

満年齢 一〇
.011-0.051 一〇.026-0ユ27*** 一〇.020-0.095**

学歴

短大卒 0.2450.102** 0.1940.081* 0.1410.059*

大卒 0.1800.088*** 0.2330.113*** 0,1970.096***

その他(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

性別役割分業意識 0.1760.174*** 0.1830.181*** 0.1820.180***

税込み年収 0.0010.255*** 0.0010,184**

税込み年収の2乗 0.000-0.215*** 0.000-0.167**

就業状態

無職 一〇.128-0.036 一〇.110-0.031

パ ー ト ・派 遣 一〇.263-0.110** 一〇.231-0.097*

正規就業(r) 0.0000,000 0.0000,000

自営 ・その他 一 〇.212-0.055*** 一〇.185-0.048*

学生 一〇.365-0ユ23*** 一〇.315-0.106榊*

異性交際な し(r) 0.0000,000

異性の友人交際あり 03300.118**

恋人あり 04990243***

婚約者がいる 1.1430.277***

調整済みR 0,001 0,039 0,077 0,166

F値 の変化量 1.37 11.12*** 7.94*** 36.85***

サンプル数 1022 1022 1022 1022

***p< .Ol,**p<.05,*p〈.10(調 査地 域 に よ って ク ラ ス タ リン グ し た ロバ ス ト標 準 誤 差 よ り算 出)

また,未 婚女性は年齢が高 くなるほど結婚意欲が低下する傾向がある。女性のほうが加齢 ととも

に結婚を望まない傾向が強まるのである。これは男性 とは全 く逆の傾向であ り,年 齢が上がるほど

男女の結婚意欲に対するミスマッチが大きくなることを示唆している。

さらに,年 収については結婚意欲 との間に2次 曲線の関係が認め られた。未婚女性の結婚意欲

は,年 収400万 円を頂点 として,そ れよりも低収入 もしくは高収入であるほど低い傾向がみ られ

た。低収入層における低い結婚意欲は,非 正規雇用の女性における晩婚化が進行 しているとする先

行研究の結果と一致する(永 瀬,2002;樋 口 ・酒井,2003)。 一方,高 年収の女性については,結

婚によって夫の経済力に依存する必要がないために結婚を選択 しないとするベッカーらの経済理論

(Becker,1965)に よって説明される。また,女 性の上方婚志向が強いわが国(山 田,1996)に お

いては,高 収入の女性ほど自分 と同等かそれ以上の経済力をもつ男性を見つけることが困難 となる

ことも,高 収入女性の低い結婚意欲を説明する要因かもしれない。 この影響はパー トナーシップ変

数を統制 したモデル4に おいても5%水 準で有意であり,未 婚男性の年収と結婚意欲 との間に直接

的な関係が見 られなかったの と対照的な結果である。
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c.子 ど も を もつ 意 思

モ デル1 モデル2 モデル3 モデル4

bβ bβ bβ bβ

定数 0.112*** 1.476*** 1.681*** 1.380***

一人暮 らし 一〇.182-0.071* 一〇.045-0.018 一〇.078-0.031 一〇.106-0.042

恋人 ・その他との同居 一〇.345-0.072 一〇.231-0.048
一〇.153-0.032 一〇.278-0.058

片親との同居
一〇.364-0.113* 一〇.293-0つ91* 一〇.293-0.091**

一〇
.309-0.096**

両親 との同居(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

満年齢 一〇.053-0.252***
一 〇.066-0.313*** 一 〇.061-0.286***

学歴

短大卒 0.1540.064* 0.0900,037 0.0520,022

大卒 0.0140,007 0.0150,007 一〇
.002-0.001

その他(r) 0.0000,000 0.0000,000 0.0000,000

性別役割分業意識 0.1220.119*** 0.1350.131*** 0.1260.123***

税込み年収 0.0020.306*** 0.0020.283***

税込み年収の2乗 0.000-0.231*** 0.000-0.217***

就業状態

無職
一〇.183-0.050* 一〇.131-0.036*

パ ー ト ・派 遣 一〇.201-0.083***
一〇.174-0.072**

正規就業(r) 0.0000,000 0.0000,000

自営 ・その他 一〇.221-0.056**
一〇.203-0.052**

学生
一〇.100-0.033 一〇.060-0.020

異性 交際 なし(r) 0.0000,000

異性の友人交際あり 0.1510,053

恋人あり 0.3540.171***

婚約者がいる 0.3180,075

調 整済みR2 0,Ol5 0,092 0,123 0,144

F値 の変化量 6.13*** 22.50*** 6.93*** 9.43***

サンプル数 1018 1018 1018 1018

***p< .Ol,**p〈.05,*p〈.10(調 査 地 域 に よ っ て ク ラ ス タ リン グ し た ロバ ス ト標 準 誤 差 よ り算 出)

(r):準 拠 集 団(referencegroup)

学歴の影響をみると,モ デル2に おいては短大卒,大 卒,そ の他の学歴の順に結婚意欲が高い

という傾向がみられる。 しかし,収 入や就業状態 といった経済条件が一定である場合には,大 卒女

性の結婚意欲が短大を含むその他の学歴の女性たちよりも高 くなっている。このことから,大 卒女

性の結婚意欲が短大卒女性よりも低かったのは,在 学期間が長いことや収入が高いことによっても

た らされているといえる。

また,就 業形態については,学 生や自営 ・その他の他に,近 年増加傾向にあるパー トや派遣の女

性において結婚意欲が低い傾向が顕著である。収入が高い女性の結婚に意欲が低い一方で,低 収

入,低 学歴,そ して不安定な就業状態の女性においても結婚意欲が低いことが明らかである。

将来子どもをもつ意思については,片 親家庭および非家族同居の女性において低い傾向がある。

片親家庭の女性については,モ デルを通 してほぼ不変であることから,親 の離婚が未婚女性の家族

形成に関する意欲を低下させているものと思われる。また,統 計的な有意性は検出されなかったも

のの,非 家族同居の女性において子どもをもつ意思が低い傾向がある。結婚意欲 と同様に非家族同
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居の女性は非伝統的な家族観が強い傾向があると解釈することができる。ただし,日 本においては

異性 と親密な関係をもつほど結婚意欲や子 どもをもつ意思が高まる傾向がある。 これらの影響が相

殺 しあうため,両 親 と同居する未婚女性 と非家族同居の未婚女性の家族形成 に対する意欲には大 き

な差がでない結果 となっている。

さらに,年 齢が上昇するほど子 どもをもつ意思が低下する傾向がみられる。この傾向は結婚意欲

において もみ られたが,子 どもをもつ意思においてはさらに顕著である。高齢出産による肉体的 ・

精神的負担が考慮されているのであろう。性役割分業意識や異性 との交際が子どもをもつ意思 と正

の関係をもつことは結婚意欲 と同様である。 しかし,異 性 との交際状況 との関係については,結 婚

意欲ほど強い関係はみ られない。年収についてはやは り子 どもをもつ意思との間に2次 曲線の関

係が認め られた。出生意向に関 しては年収500万 円を頂点として,そ れよりも年収が低いほどもし

くは高いほど出産を望まない傾向がみられた。また,子 どもをもつ意思 と就業状態 との関連につい

ては,無 職や自営 ・その他,そ してパー トや派遣の女性において子 どもをもつ意思が有意に低い傾

向がみられる。なぜ自営 ・その他やパー ト ・派遣の女性において,結 婚意欲や出生意向が低いのか

については,本 分析の結果からは原因を特定することができないが,非 正規雇用の女性は結婚確率

が低いことが指摘されており(永 瀬,2002;樋 口 ・酒井,2003),な んらかの因果関係が存在する

のかもしれない。その背景については,今 後考察してい く必要がある。

未婚女性の自立意識に関しては未婚男性 と同様に親 との別居や経済的 自立が強い影響を与えてい

ることが明らかとなった。一方,結 婚意欲および子 どもをもつ意思においても男性 と同じく,交 際

相手の有無や伝統的な性役割意識,そ して家族形成に対する価値観 といった社会的要因が強 く作用

している。 しかし,経 済力が未婚女性の結婚意欲や将来の出生意向を強 く規定している点が男性 と

は異なる。また,異 性 との交際状況を統制すると,親 と別居 している女性において結婚意欲,子 ど

もをもつ意思 ともに低い傾向があることや,年 齢 とともに結婚意欲が低下すること等,男 性 とは対

照的な結果 もみられた。

おわりに

本稿ではr少子化に関する自治体調査』の独身者個票データを用いて,未 婚者の居住形態 と自立,

結婚意欲,そ して子どもをもつ意思 との関連を考察してきた。本稿における主な関心は,未 婚者の

居住形態が結婚や出産 といった家族形成に関する意欲にいかなる影響を与えているのか,ま たそれ

らの影響はいかなる社会経済的変数を媒介 しているのかを知ることにあった。各 自治体のデータを

結合した統合データを用いた重回帰分析によって,未 婚者の居住形態は性別役割分業意識や交際相

手の有無,そ して定位家族において内面化される家族観といった社会的要因 と関連することによっ

て未婚者の家族形成に関する意欲に作用していることが示唆された。以下にその概要について述べ

る。

未婚化傾向の進展とともに,親 と同居する未婚者が増加している。パラサイト・シングル(山 田,
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1999)を 巡る議論では,親 と同居する若者の 自立心の低さが若者の就業キャリアや家族形成に負

の影響を与えていると問題視された。分析の結果,若 者の自立に関する意識は,居 住形態に最 も依

存することが明 らかとなった。男女 ともに親 と別居 している者ほど,親 と同居する未婚者 よりも自

立した生活を送っているという意識が高い。 この傾向はひとり暮 らしの男女において特に顕著であ

る。また,片 親家庭に居住する女性は両親 と同居する女性 よりも自立意識が高い傾向があることか

ら,家 計への繰 り入れや掃除,洗 濯,炊 事をはじめとする身の回りの家事を自ら行 うことが自立意

識を高めるもの と思われる。居住形態のほかにも,年 収や正規就業 といった経済変数が自立意識を

高める影響を与えている。このことから経済的な自立 もまた未婚者の自立意識に影響を与える重要

な要因であるといえる。

近年増加傾向にある同棲をは じめ とする非家族同居においては,家 族形成に対する意欲に最 も大

きな男女差がみられた。男女ともに非家族同居の半数以上は同棲によって占め られている(表2)。

非家族同居の男性は同居相手 との結婚を意図 してか,結 婚意欲,子 どもをもつ意思ともに非常に高

いのに対し,非 家族同居の女性の結婚意欲は両親 と同居する女性 とほぼ同水準である。モデルでは

異性交際に関する条件が同じである場合,両 親 と同居する女性に比べて非家族同居の女性の結婚意

欲は低いことが示された(表5のb)。 このような非家族同居の未婚男女における意欲の差が,現

実の結婚 ・出産行動にどのように反映されるのかは興味深い。

片親家庭 に居住する未婚男女は,家 族形成に対する意欲が低い傾向が一貫 して認められる。欧米

では親の離婚が同棲 や婚外子出生,早 婚 と関連することが報告 されているが(Cherlin,et.al.,

1995;Goldscheider&Goldscheider,1998;Kiernan,1992),日 本においては片親家庭の出身者は,

男女 ともに将来子どもをもつ意思が低いという結果がみられた。片親家庭の出身者は,親 の離婚に

より自らの家族形成に躊躇する傾向があるといえるだろう。 このことから,近 年における離婚の増

加は次世代の少子化を促す方向に作用する可能性が示唆される。ただし,未 婚者の家族形成に対す

る意欲がどの程度現実の行動に反映されるのかについては,今 回の分析からは明らかではない。今

後も注視してい く必要があるといえるだろう。

同棲の広が りや,親 の離婚を経験する子どもの増加により,未 婚者の居住形態は多様化する傾向

にある。今回の分析では居住形態 と未婚者の家族形成に関する意識 との関連を明らかにするに留ま

ったが,こ のような居住形態の多様化が今後の人口変動にいかなる影響を与えるのかは引 き続 き重

要な関心となるといえるだろう。

注

1)若 者が親元を離れる行動を離家 という。

2)性,年 齢別(5歳 階級)の30歳 以降の再婚率を足し上げた値。

3)秩 父市調査では独身者が離別経験者や親別居者に偏っている傾向があるため,分 析からは除外 した。

4)標 準化の式は以下によって得られる。Zijk=(yijk－γjk)/σik.

Zijk:自 治 体kに おけるサソブルiの 項目jの 標準化値,yijk:自 治体kに おけるサソブルiの 項 目jの 値,
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ツjk:自治体kに おける項 目jの 平均値,(ろk:自 治体kに おける項 目jの 標準偏差

以上の式により,各 自治体ごとに平均0,標 準偏差1の 正規分布 を仮定した場合の各意識得点の変換値が得

られる。

5)性 別役割分業意識の得点は,「 夫は外で働 き,妻 は家庭を守 るべ きだ」,「子どもが小さいうちは,母 親は育

児に専念すべきだ」,「夫に十分な収入がある場合,妻 は仕事を持たない方がよい」,「妻 にとって,自 分の

仕事を持つよりも夫の仕事の手助けをする方が大切」,「母親が働 くと,小 学校へあがる前の子どもに良 く

ない影響を与える」の5項 目に対する4段 階の回答(1:そ う思 う,2:ど ちらかといえばそう思う,3:ど

ち らかといえばそうは思わない,4:そ うは思わない)を 足 し上 げ,標 準化 した値を用いた。なお,4段 階

回答は再コードし,よ り伝統的な性別役割意識をもつほど高い値を示すようにした。

6)StataVersion7のregressコ マン ドおよびclusterオ プシ ョンを使用 した。
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